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会社法制（企業統治等関係）部会資料 ２３

会社法制（企業統治等関係）の見直しに関する要綱案の作成に向けた個

別論点の更なる検討

（前注） 「会社法制（企業統治等関係）の見直しに関する中間試案」（以下「試案」という。）

において定義されている用語は，特段の言及がない限り，本部会資料においても，同

一の意義で用いている。

第１ 株主総会資料の電子提供制度

１ 振替株式の株主による書面交付請求

振替株式の株主による書面交付請求の仕組みを，概要として，次のいずれか

の案のようなものとすることについて，どのように考えるか。

【Ａ案】 銘柄ごとに書面交付請求をすることを認める案

      ① 加入者は，次に掲げる振替株式の発行者に対する書面交付請求を，

その直近上位機関を経由してすることができる。この場合において，

会社法第１３０条第１項の規定にかかわらず，書面交付請求をする

権利は，当該発行者に対抗することができる。

       ア 当該加入者の口座の保有欄に記載又は記録がされた振替株式

（当該加入者が振替法第１５１条第２項第１号の申出をしたもの

を除く。）

       イ 当該加入者が他の加入者の口座における特別株主である場合に

は，当該口座の保有欄に記載又は記録がされた振替株式のうち当

該特別株主についてのもの

       ウ 当該加入者が他の加入者の口座の質権欄に株主として記載又は

記録された者である場合には，当該質権欄に記載又は記録がされ

た振替株式のうち当該株主についてのもの

       エ 当該加入者が振替法第１５５条第３項の申請をした振替株式の

株主である場合には，同条第１項に規定する買取口座に記載又は

記録がされた振替株式のうち当該株主についてのもの

      ② 株主が書面交付請求をした場合において，書面交付請求をした日

又は③の確答を発した日のいずれか遅い日から３年以内に終了する

事業年度のうち最終のものに関する定時株主総会が終結したときは，

株式会社は，当該株主に対し，１か月以上の期間を定めて，その期

間内に当該書面交付請求を撤回するかどうかを確答すべき旨の催告

をすることができる。

      ③ ②の場合において，当該株主がその期間内に確答を発しないとき
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は，当該書面交付請求を撤回したものとみなす。

      （注） ②及び③は振替株式の株主以外の株主による書面交付請求についても適

用があるものとすることが考えられる。

【Ｂ案】 銘柄ごとに書面交付請求をすることを認めない案

    ① 加入者は，振替機関に対し，Ａ案①に掲げる振替株式の発行者が

電子提供措置事項を記載した書面を当該加入者に交付することを求

める旨の申出をすることができる。

     ② 加入者は，①の申出をするには，その直近上位機関を経由してし

なければならない。

     ③ 発行者は，株主総会を招集しようとするときは，振替機関に対し，

当該株主総会において議決権を行使することができる者を定めるた

めの会社法第１２４条第１項に規定する基準日（以下単に「基準日」

という。）までに①の申出をした株主を通知することを請求するこ

とができる。

    ④ 振替機関は，前項の請求を受けた場合には，発行者に対して，③

の株主につき，氏名又は名称その他主務省令で定める事項を速やか

に通知しなければならない。

     ⑤ ④による通知があった場合には，④により通知された株主は，基

準日までに書面交付請求をした株主であるとみなす。

     ⑥ 振替株式については，試案第１部第１の４(2)①の本文は適用しな

い。

［参考 試案第１部第１の４(2)］

  (2)書面交付請求

   ① １①による定款の定めがある株式会社の株主は，当該株式会社に対し，電子提供措

置事項を記載した書面の交付を請求することができるものとする。

    （注１） 振替株式の株主が書面交付請求をするには，振替機関等を経由してしなければならないも

のとする。

    （注２） 株主が書面交付請求をすることができない旨を定款で定めることができるものとするかど

うかについては，なお検討する。

   ② 取締役は，会社法第２９９条第２項各号に規定する場合には，株主総会の日の２週

間前までに，①による請求（以下「書面交付請求」という。）をした株主（当該株式会

社が当該株主総会において議決権を行使することができる者を定めるための同法第１

２４条第１項に規定する基準日を定めたときは，当該基準日までに書面交付請求をし

た株主に限る。）に対し，①の書面を交付しなければならないものとする。

    （注） ①の書面の交付については，会社法第１２６条第１項から第４項までを準用するものとする。
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（補足説明）

振替株式の株主が振替機関等を経由して書面交付請求をする具体的な仕組みとしては，株主

が銘柄ごとに書面交付請求をすることを認める案と，これを認めず，株主は保有する全ての銘

柄についてのみ書面交付請求をすることができるものとする案とが考えられる。

１ Ａ案について

(1)①について

Ａ案は，株主が銘柄ごとに書面交付請求をすることを認める案であり，配当金参考案（参

考資料¦２８ ２頁以下）を基にした案である。なお，Ａ案において，書面交付請求をする

権利は，少数株主権等（振替法第１４７条第４項）には該当しないことを前提としている

（会社法制（企業統治等関係）部会資料¦２ 第２の（補足説明）５参照）。

Ａ案においては，過去の総株主通知により名簿株主となっている株主については，株主

名簿管理人に対して直接書面交付請求をすることも，振替口座を開設した口座管理機関を

経由して書面交付請求をすることもできることとなる（Ａ案の①前段）。そして，名簿株主

となっている株主が株主名簿管理人に対して直接書面交付請求をする場合には，個別株主

通知（振替法第１５４条第３項）は不要である。他方で，名簿株主でなく，振替口座簿上

の株主であるにすぎない者については，株主名簿管理人に対して直接書面交付請求をする

場合には，自らが株主であることを対抗することができず（会社法第１３０条第１項），振

替口座を開設した口座管理機関を経由してする場合に限り，自らが株主であることを対抗

することができるものとしている（Ａ案の①後段）。そのため，振替口座簿上の株主である

にすぎない者は，振替口座を開設した口座管理機関を経由すれば，書面交付請求をするこ

とができることとなる。

Ａ案において，株主名簿管理人が振替機関等を経由せずに書面交付請求を受け付ける場

合における株主の本人確認の方法については検討する必要がある。具体的には，例えば，

株主甲と名乗る者が書面交付請求をした場面においては，(ⅰ)甲が真実株主であるかどう

かの確認と，(ⅱ)甲と名乗る者が真実甲であるかどうかの確認について区別して検討する

必要があるが，(ⅰ)の確認については，甲が名簿株主であることを確認すれば足りると考

えられ，また，(ⅱ)の確認についても，電子提供措置事項を記載した書面の交付を受ける

にすぎないという書面交付請求の行使の効果に鑑みると，成りすましにより本人が受ける

不利益の程度は必ずしも高くないと考えられることから，一般論としては，その確認の方

法を過度に厳格に考える必要はないと考えられる。

Ａ案は，振替口座を開設した口座管理機関において，株主が希望する場合に保有する銘

柄全てについて一括して書面交付請求の取次ぎを行うことを禁止するものでない。したが

って，株主においては，窓口が口座管理機関に限定されることがなくなるという点や，銘

柄単位で書面交付請求をすることも認められることとなる点において，Ｂ案に比べて利便

性が高くなるという考え方もあり得る。また，株主名簿管理人に直接請求する株主も想定

されることからすると，仮に，Ａ案のように銘柄ごとに書面交付請求をすることができる

ものとする場合であっても，Ｂ案と比較して口座管理機関の負担が大きくなると一概に言

うことはできないものと考えられる。

  なお，当部会においては，口座管理機関が書面交付請求の受付等に要するコストについ
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て，発行会社も適切に負担すべきであるという指摘もされているが，Ａ案においては，口

座管理機関が書面交付請求の取次ぎを銘柄ごとに行うこととなることから，Ｂ案に比較す

ると，発行会社との間でコスト負担の取決めをすることが容易になるとも考えられる。

(2)②及び③について

   Ａ案において，書面交付請求は，株主総会ごとにされるものでなく，株主は，一度書面

交付請求をすれば，別途撤回をしない限り，その後の全ての株主総会に係る電子提供措置

事項を記載した書面の交付を請求しているものと取り扱われることを想定している。これ

は，Ａ案においては，株主は書面交付請求を株主総会の招集の通知の受領の前（株式会社

が基準日を定めたときは，当該基準日まで）にしなければならないことが想定されている

が，臨時株主総会等の場合には，株主が株主総会の招集の通知の受領の前に株主総会の招

集の決定がされたことを知ることは通常困難であることを踏まえたものである。もっとも，

パブリックコメントにおいては，このような規律とすることにより書面交付請求をした株

主が累積していくのではないかという懸念が示されており，当部会においては，この懸念

に対処するために，書面交付請求に一定の有効期間を定めるべきであるという指摘もされ

ている。

   そこで，Ａ案においては，書面交付請求を受けた日から３年以内に終了する事業年度の

うち最終のものに関する定時株主総会が終結した場合には，株式会社は，当該株主に対し，

１か月以上の期間を定めて，その期間内に当該書面交付請求を撤回するかどうかを確答す

べき旨の催告をすることができるものとし（Ａ案②），当該株主がその期間内に確答を発し

ないときは，当該書面交付請求を撤回したものとみなすものとしている（Ａ案③）。

   当部会においては，有効期間を１年間とすることが考えられるという指摘もあったが，

他方で，書面を欲する場合に基準日までに毎年書面交付請求をしなければならないものと

することは株主にとって過度に煩雑となるため望ましくないという指摘もあり，前者の指

摘のように有効期間を短くすることは相当でないと考えられる。

   なお，Ａ案②の催告は株式会社の義務ではなく，あくまでも③の効果を発生させるため

の要件として必要となるものである。

２ Ｂ案について

  Ｂ案は，株主は保有する全ての銘柄についてのみ書面交付請求をすることができるものと

する案であり，共通番号参考案（参考資料¦２８ ４頁以下）を基にした案である。なお，Ｂ

案においても，Ａ案と同様に，書面交付請求をする権利は，少数株主権等（振替法第１４７

条第４項）には該当しないことを前提としている。

  Ｂ案においては，株主が書面交付請求をするため（厳密には，書面交付請求をした株主で

あるとみなされるため）には，振替口座を開設した口座管理機関に対してその旨の申出をし

なければならず，株主名簿管理人に対してその旨の申出をすることはできないものとしてい

る。

  当部会においては，個々の発行会社が電子化を推進させるインセンティブを与えることを

可能とするような仕組みが望ましいという指摘がされている。しかし，Ｂ案においては，書

面交付請求の撤回についても，全ての銘柄についてのみすることができ，かつ，口座管理機

関に対して申出をする必要があることとなることから，株主による書面交付請求の撤回を促



5

すために発行会社が努力することを期待しにくいと考えられる。他方で，Ａ案においては，

書面交付請求の撤回についても，銘柄ごとにすることができ，かつ，口座管理機関を経由す

る必要もないことから，発行会社が努力することも一定程度期待することができると考えら

れる。

また，Ｂ案においても，株主は書面交付請求を株主総会の招集の通知の受領の前（株式会

社が基準日を定めたときは，当該基準日まで）にしなければならず，書面交付請求は，株主

総会ごとにされるものでないことを前提としているから，Ａ案と同様に，書面交付請求をし

た株主が累積していくのではないかという懸念が妥当する。そして，Ｂ案においては，本来

は保有する銘柄の一部についてのみ書面交付請求をすることを希望する者が書面交付請求を

した場合においても全ての銘柄について書面交付請求をしなければならないこととなるため，

Ａ案と比較してこのような懸念は一層大きくなるものと考えられる。他方で，Ｂ案において

は，株主は保有する全ての銘柄についてのみ書面交付請求をすることとすることから，その

有効期間についても，全ての銘柄について同一の期間となる。仮に，書面交付請求を一定の

期間経過等により撤回したものとみなすものとする場合には，株主にとって不意打ちとなら

ないように，Ｂ案においても，当該期間の経過等を，Ａ案②のように，事前に株主に対して

通知する必要があると考えられるが，Ｂ案による場合には，その通知を行うものとして適切

なものを定めることが困難であると考えられる。例えば，全ての銘柄の発行会社において当

該通知を行うものとすることは過度に煩雑であると考えられるし，振替機関や口座管理機関

において当該通知を行うものとすることについても，それに要する実務上の負担等を慎重に

検討する必要があると考えられる。なお，当部会においては，有効期間を１年間とすれば，

当該期間の経過等を事前に株主に対して通知する必要はなくなるのではないかという指摘が

されている。しかし，有効期間を短くすることについての懸念は上記１でも述べたとおりで

あり，また，当部会においては，Ｂ案による場合には，有効期間を１年間にしたとしても，

銘柄ごとに定時株主総会の開催時期が異なると，同一の年に開催される定時株主総会であっ

ても有効な書面交付請求があるものとされるものとそうでないものが混在することとなり，

投資家を混乱させるおそれがあるのではないかという指摘もされている。

  なお，当部会においては，インターネットを利用することが困難な株主の利益を保護する

という書面交付請求の趣旨からすると，Ａ案のように銘柄ごとに書面交付請求をすることが

できるものとするまでの必要はなく，Ｂ案のように株主は保有する全ての銘柄についてのみ

書面交付請求をすることができるものとする案を支持する意見もあった。しかし，当部会に

おいては，インターネットを利用することができるけれども，インターネットを利用するこ

とに負担等を感じることを理由として書面の交付を希望する者であっても，広い意味ではデ

ジタル・ディバイドにより不利益を被る者であると考えるべきであり，書面交付請求の趣旨

を，インターネットを利用することが困難な株主を保護するためだけのものと考えるべきで

ないという指摘もされている。

２ ＥＤＩＮＥＴを使用する場合の特例

次のような規律を設けるものとすることで，どうか。

① 金融商品取引法第２４条第１項の規定によりその発行する株式について有
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価証券報告書を内閣総理大臣に提出しなければならない株式会社が，電子提

供措置開始日までに電子提供措置事項（定時株主総会に係るものに限り，議

決権行使書面に記載すべき事項を除く。）を記載した有価証券報告書（添付書

類及びこれらの訂正報告書を含む。）の提出の手続をＥＤＩＮＥＴ（金融商品

取引法第２７条の３０の２に規定する開示用電子情報処理組織をいう。以下

同じ。）を使用して行った場合には，取締役は，当該電子提供措置事項につい

て，電子提供措置をとることを要しない。

② ①の場合には，書面又は電磁的方法による株主総会の招集の通知には，Ｅ

ＤＩＮＥＴのホームアドレス等の適切な事項を記載し，又は記録しなければ

ならない。

  （注） ＥＤＩＮＥＴのホームアドレス以外に記載すべき事項として，どのようなもの

が考えられるか。

（補足説明）

本文は，ＥＤＩＮＥＴを使用する場合の特例に関するものである。①において，「提出の手続」

をＥＤＩＮＥＴを使用して行った場合の特例としており，株式会社は当該有価証券報告書の提

出の手続をＥＤＩＮＥＴを使用して行えば足りることから，中断に関する救済規定は要しない

ことを想定している。また，「電子提供措置をとることを要しない」としていることから，電子

提供措置がとられているかどうかの調査をする義務もないことを想定している。

また，①において，議決権行使書面に記載すべき事項は「電子提供措置事項」から除外して

いることから，この特例の適用がある場合であっても，原則として，議決権行使書面に記載す

べき事項については，電子提供措置を採らなければならないことを想定している。しかし，試

案のとおり，会社法第２９９条第１項の通知に際して，株主に対し，議決権行使書面を交付す

る場合には，議決権行使書面に記載すべき事項に係る情報については電子提供措置を採ること

を要しないものとなることを想定している（試案第１部第１の２①（イ）の（注））。

なお，当部会においては，投資家等の一般国民は，インターネットを通してＥＤＩＮＥＴを

使用して提出された有価証券報告書等の記載内容にアクセスすることが現在認められているが，

これに法的な裏付けはなく，実際は，行政上のサービスとして実施されているにすぎないので

はないかという指摘がされている。このような特例を定める場合には，ＥＤＩＮＥＴへの公衆

からのインターネットを通じたアクセスについての法的な位置付けを明確にする必要があると

も考えられる。

第２ 株主提案権

定款の変更に関する議案の数の数え方について，次のいずれかの案のとおりと

することについて，どのように考えるか。

【Ａ案】 定款の変更に関する議案であって，複数の事項をその内容とするもの

については，当該複数の事項ごとに別個に可決又は否決されたとすれば

当該複数の事項相互間の整合性を欠くこととなるおそれがあるときは，

まとめて一の議案として，その数を数えるものとする。
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     （注） Ａ案の数え方には，さらに，提案の内容のみに着目して整合性を欠くこと

となるおそれがあるかどうかを判断するものとする考え方（Ａ－１案）と，

提案の内容のみならず提案の理由の内容も踏まえて整合性を欠くこととなる

おそれがあるかどうかを判断するものとする考え方（Ａ－２案）とがあり得

る。

【Ｂ案】 定款の変更に関する議案については，その内容において密接に関連す

る事項ごとに区分して，その数を数えるものとする。

（補足説明）

１ 定款の変更に関する議案の数の数え方

  当部会においては，定款の変更に関する議案の数の数え方についての具体的な判断基準と

して，例えば，（ⅰ）いずれか一方の提案が他方の提案を論理的に前提とする関係にあり，分

けて審議すべきでないと考えられる場合にのみ関連性があるものとして一の議案として数え

るものとする考え方や，（ⅱ）上記（ⅰ）の場合のみならず，株主が通知した提案の理由の内

容も踏まえ，いずれか一方の提案が他方の提案と密接に関連すると合理的に認められる場合

についても関連性があるものとして一の議案として数えるものとする考え方等について，ど

のように考えるかが議論された。

  上記（ⅰ）の考え方については，上記（ⅱ）の考え方に比べて解釈の余地が小さいため，

当部会においては，明確性という観点から一定の評価を示す意見もあったが，一方の提案が

他方の提案を論理的な前提としている場合のみならず，一方の提案が可決され，かつ，他方

の提案が否決された場合において，整合性を欠くこととなるようなときについても，両提案

の間に関連性を認めるべきであるという指摘もされた。他方で，上記（ⅱ）の考え方につい

ては，判断基準として不明確であり，会社が関連性の有無を判断することが難しいことなど

を指摘する意見があったが，上記（ⅰ）の考え方では関連性が認められる範囲が狭過ぎると

すると，上記（ⅱ）の考え方のように考えるほかないのではないかという意見もあった。

  そこで，本文では，以上のような具体的な判断基準についての指摘等を踏まえ，考えられ

る定款の変更に関する議案の数の数え方について，Ａ案及びＢ案として，二つの考え方を掲

げている。

  Ａ案は，複数の事項をその内容とする定款の変更に関する議案については，当該複数の事

項ごとに別個に可決又は否決されたとすれば整合性を欠くこととなるおそれがあるときは，

まとめて一の議案として，その数を数えるものとするという数え方である。いずれか一方の

提案が可決され，かつ，他方の提案が否決された場合において，整合性を欠くこととなるお

それがあるときは，両提案の間に関連性を認め，両提案をまとめて一の議案として数えるこ

とを想定している。なお，Ａ案の数え方には，さらに，提案の内容のみに着目して整合性を

欠くこととなるおそれがあるかどうかを判断するものとする考え方（Ａ－１案）と，提案の

内容のみならず提案の理由の内容も踏まえて整合性を欠くこととなるおそれがあるかどうか

を判断するものとする考え方（Ａ－２案）とがあり得る。

  Ｂ案は，定款の変更に関する議案については，その内容において密接に関連する事項ごと

に区分して，その数を数えるものとするという数え方である。株主が通知した提案の理由の



8

内容も踏まえ，いずれか一方の提案が他方の提案とその内容において密接に関連すると合理

的に認められる場合には，両提案の間に関連性を認め，両提案をまとめて一の議案として数

えることを想定している。

２ 具体的な定款変更の事例に基づく検討

  これらの数え方についてどのように考えるかを議論するに当たっては，具体的な定款変更

の事例を前提として，これらの数え方による場合に，どのような差異を生ずるかを踏まえて

議論することが有益であると考えられる。

  そこで，以下では，各事例について，これらの数え方による場合における議案の数につい

て検討している。

＜事例＞

① 【提案の内容】 （a）監査等委員会の設置とそれに伴う規定の整備を行う旨の提案と（b）

監査役及び監査役会の廃止とそれらに伴う規定の整備を行う旨の提案

  【提案の理由】 「モニタリング・モデルに移行し，取締役会による監督機能を強化す

るため」

② 【提案の内容】 Ｓ社の定款の事業目的に（a）貸金業を追加する旨の提案と（b）不動

産管理業を追加する旨の提案

  【提案の理由】 「貸金業及び不動産管理業を行うＤ社を吸収合併するに当たって，Ｓ

社がＤ社の権利義務を包括的に承継することとなることから，Ｄ社の事

業を一括してＳ社の定款の事業目的に追加するため」

③ 【提案の内容】 取締役の員数の枠に余裕がない会社における（a）取締役の員数の枠を

拡大する旨の提案と（b）社外取締役と責任限定契約を締結することがで

きるという定めを設ける旨の提案

   【提案の理由】 「現任の役員は維持しつつ，将来的に新たに有能な社外取締役を外部

から招へいすることができるように環境を整備するため」

(1)上記①の事例について

Ａ案の数え方による場合

   会社法上，監査等委員会設置会社は監査役を置いてはならないこととされているから（同

法第３２７条第４項），監査等委員会の設置を行う旨の提案は監査役及び監査役会の廃止を

当然に予定したものということができ，少なくとも（a）が可決された場合において，（b）

が否決されたときは，整合性を欠くこととなる。

   したがって，提案の理由の内容いかんにかかわらず，（a）又は（b）のいずれか一方の提

案が可決され，かつ，他方の提案が否決された場合において，整合性を欠くこととなるお

それがあるときに当たるということができるため，Ａ案の数え方による場合には，Ａ－１

案及びＡ－２案のいずれの考え方による場合であっても，（a）及び（b）は，まとめて一の

議案として数えるべきこととなるものと思われる。

Ｂ案の数え方による場合

   上記のとおり，（a）は（b）を当然に予定したものである。したがって，（a）と（b）は

その内容において密接に関連すると合理的に認められる場合に当たるということができる

ため，Ｂ案の数え方による場合であっても，（a）及び（b）は，まとめて一の議案として数
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えるべきこととなるものと思われる。

(2) 上記②の事例について

Ａ案の数え方による場合

（Ａ－１案）

   提案の内容のみに着目すれば，（a）と（b）は，Ｓ社の定款の事業目的に別個の事業を追

加する提案にすぎない。したがって，（a）又は（b）のいずれか一方の提案が可決され，か

つ，他方の提案が否決された場合であっても，整合性を欠くこととなるおそれがあるとき

に当たるということができないため，Ａ－１案の考え方による場合には，（a）及び（b）は，

別個の議案として数えるべきこととなるものと思われる。

（Ａ－２案）

   上記②の事例における提案は，Ｄ社を吸収合併するに当たって，Ｓ社がＤ社の権利義務

を包括的に承継することとなることから，Ｄ社の事業である貸金業及び不動産管理業を一

括してＳ社の定款の事業目的に追加するためにされたものである。Ｄ社の事業のうち，い

ずれか一方の事業のみをＳ社の定款の事業目的に追加したとしても，他方の事業をＳ社の

定款の事業目的に追加しないこととなれば，Ｄ社の事業を一括してＳ社の定款の事業目的

に追加したことにならない。したがって，上記②の事例における提案の理由の内容も踏ま

えれば，（a）又は（b）のいずれか一方の提案が可決され，かつ，他方の提案が否決された

場合において，整合性を欠くこととなるおそれがあるときに当たるということができるた

め，Ａ－２案の考え方による場合には，（a）及び（b）は，まとめて一の議案として数える

べきこととなるものと思われる。

Ｂ案の数え方による場合

   上記のとおり，上記②の事例における提案は，Ｄ社を吸収合併するに当たって，Ｓ社が

Ｄ社の権利義務を包括的に承継することとなることから，Ｄ社の事業である貸金業及び不

動産管理業を一括してＳ社の定款の事業目的に追加するためにされたものである。（a）と

（b）は，いずれもＤ社の事業の一部をＳ社の定款の事業目的に追加するという提案である

から，上記②の事例における提案の理由の内容も踏まえれば，（a）と（b）はその内容にお

いて密接に関連すると合理的に認められる場合に当たるということができるため，Ｂ案の

数え方による場合であっても，（a）及び（b）は，まとめて一の議案として数えるべきこと

となるものと思われる。

(3) 上記③の事例について

Ａ案の数え方による場合

（Ａ－１案）

   提案の内容のみに着目すれば，（a）と（b）は，独立した事項についての提案である。し

たがって，（a）又は（b）のいずれか一方のみが可決され，かつ，他方が否決された場合に

おいて，整合性を欠くこととなるおそれがあるときに当たるということはできないため，

Ａ－１案の考え方による場合には，（a）及び（b）は，別個の議案として数えるべきことと

なるものと思われる。

（Ａ－２案）

   上記③の事例は，現時点で有能な社外取締役を外部から招へいすること自体を目的とす
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る提案ではなく，将来的に有能な社外取締役を外部から招へいすることができるように環

境を整備することを目的とする提案である。このような目的との関係においては，（a）に

より，現任の役員に加え，更に社外から有能な人材を招へいすることを物理的に可能にす

ることと，（b）により，社外取締役として期待される役割を十分に発揮することができる

ように責任を限定することとは，いずれもそれぞれ有用な事項ではあるが，上記②の事例

における（a）と（b）との関係とは異なり，いずれかの事項のみでは可決されたとしても

意味がない，又は支障を来たすというような性質のものではない。したがって，上記③の

事例における提案の理由の内容も踏まえれば，（a）又は（b）のいずれか一方の提案のみが

可決され，かつ，他方の提案が否決された場合において，整合性を欠くこととなるおそれ

があるときに当たるということはできないものと考えられるため，Ａ－２案の考え方によ

る場合には，（a）及び（b）は，別個の議案として数えるべきこととなるものと思われる。

Ｂ案の数え方による場合

   上記のとおり，（a）と（b）は，現任の役員は維持しつつ，将来的に新たに有能な社外取

締役を外部から招へいすることができるように環境を整備するという目的との関係では，

いずれもそれぞれ有用な提案であり，一つの目的のための提案であると評価することがで

きる。上記④の事例における提案の理由の内容も踏まえれば，（a）と（b）はその内容にお

いて密接に関連すると合理的に認められる場合に当たり得ると考えられ，その場合には，

Ｂ案の数え方によれば，（a）及び（b）は，まとめて一の議案として数えるべきこととなる

と思われる。

第３ 取締役の報酬等

  会社法制（企業統治等関係）部会資料¦２０ 第１の４(1)乙案及び(2)乙案（以

下単に「乙案」と総称する。）のような見直しをするものとすることについて，ど

のように考えるか。

（注） 募集株式と引換えに金銭の払込みを要しない旨を募集事項として定めて行う株式の

発行及び当該新株予約権の行使に際してする出資を要しない旨をその内容とする新株

予約権の行使があった場合に増加する資本金及び資本準備金の額の合計額は，株主と

なる取締役が提供した役務の対価の額とするものとすることで，どうか。例えば，ス

トック・オプション等に関する会計基準（企業会計基準第８号）を参考とすると，次

のようなものとすることが一案として考えられる（なお，以下では，議論を単純にす

るため，自己株式の処分ではなく，募集株式の発行であることを前提としている。）。

   １ いわゆる事前交付型の株式報酬

     ① 当該株式を付与し，これに応じて発行会社が取締役から提供を受ける役務は，

その提供に応じて費用として計上し（企業会計基準第８号第４項参照），対応する

金額を資本金又は資本準備金として計上する。

     ② 各会計期間における費用計上額は，当該株式の公正な評価額のうち，対象期間

を基礎とする方法その他の合理的な方法に基づき当期に発生したと認められる額

として算定する（企業会計基準第８号第５項参照）。

   ③ 付与日から権利確定日の直前までの間に，権利不確定，すなわち当該株式の無



11

償取得の見積数に重要な変動が生じた場合や，権利確定日において無償取得の数

が確定した場合において，費用の戻入れをする必要がある場合には（企業会計基

準第８号第７項(2)(3)参照），対応する金額をその他資本剰余金から減額する。

    ２ いわゆる事後交付型の株式報酬

      当該株式の交付を受けることができる権利については，株式等交付請求権（会社

計算規則第５５条第８項）と同様に，新株予約権に準じて取り扱い，実際に株式会

社が株式を発行するまでの間は，株主資本の額を変動させない。

   ３ 当該新株予約権の行使に際してする出資を要しない旨をその内容とする新株予約

権

      行使時における当該新株予約権の帳簿価額を基に，資本金等増加限度額を定める

（会社計算規則第１７条参照）。

［参考 会社法制（企業統治等関係）部会資料¦２０ 第１の４］

４ 株式報酬等

  (1)株式

    前記２のような見直しをするものとする場合において，次の案について，どのように

考えるか。【６５頁以下】

   【甲案】 株式会社が前記２①に掲げる事項についての定款の定め又は会社法第３６１

条第１項の株主総会の決議による定めに従い取締役に対して当該株式会社の株

式を交付しようとする場合における同法第１９９条第１項の募集については，

募集事項として，募集株式と引換えに金銭の払込みを要しない旨を定めること

ができるものとする。この場合においては，当該取締役以外の者は，当該株式

を引き受けることができないものとする。

   【乙案】 金融商品取引法第２条第１６項に規定する金融商品取引所に上場されている

株式を発行している株式会社に限ってＡ案のような規律を認めるものとする。

  (2)新株予約権

    前記２のような見直しをするものとする場合において，次の案について，どのように

考えるか。【６５頁以下】

   【甲案】 株式会社が前記２②に掲げる事項についての定款の定め又は会社法第３６１

条第１項の株主総会の決議による定めに従い取締役に対して当該株式会社の新

株予約権を交付しようとする場合においては，当該新株予約権の行使に際して

する出資を要しない旨をその内容とすることができるものとする。この場合に

おいては，当該取締役以外の者は，当該新株予約権を行使することができない

ものとする。

   【乙案】 金融商品取引法第２条第１６項に規定する金融商品取引所に上場されている

株式を発行している株式会社に限ってＡ案のような規律を認めるものとする。

  (3) 資本金の額及び資本準備金の額
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    前記(1)又は(2)のような見直しをするものとする場合には，前記(1)の方法による株式

の発行及び前記(2)の新株予約権の行使があった場合に増加する資本金及び資本準備金

の額の合計額は，株主となる取締役が提供した役務の対価の額とするものとすることに

ついて，どのように考えるか。【６５頁以下】

（補足説明）

１ 本文について

  本文においては，乙案のような見直しをするものとすることについて，どのように考える

かを論点として掲げている。当部会においては，上場会社に限定するのであれば，濫用の懸

念も相当程度払拭されることから，乙案に賛成するという意見が一定程度あった。なお，当

部会においては，現在の実務において特段の不都合はなく，見直しをする必要がないという

指摘もあったが，他方で，取り分け，会計処理や資本金の額及び資本準備金の額の計上をめ

ぐって，実務上の問題点があるため，見直しをする必要があるという指摘もあった。

２ （注）について

  （注）は，乙案のような見直しをするものとするときにおける資本金等の取扱いに関する

ものである。株式の発行時における株主資本の額の取扱いは，一般に公正妥当と認められる

企業会計の慣行も踏まえて検討する必要があるが，報酬等として取締役に対して当該株式会

社の株式を交付しようとする場合について妥当する明確な会計基準は存在しない。（注）にお

いては，仮に，企業会計基準第８号を参考にすることとした場合に考えられる会計処理の一

案を記載している。

( 1 ) いわゆる事前交付型の場合

  ア ①及び②について

   ストック・オプションとして発行された新株予約権の場合には，計上した費用の額に対

応して新株予約権を増額することとされている（企業会計基準第８号第４項）。

    他方で，事前交付型の場合には，付与時に株式が発行されることとなることから，通常

の募集株式の発行と同様に，計上した費用の額に対応して資本金及び資本準備金を増額す

るものとすることが考えられる。なお，通常の募集株式の発行の場合には，発行時に資本

金及び資本準備金を増額することとなるが，事前交付型の場合には，発行後，各会計年度

ごとに費用の計上に対応して資本金及び資本準備金を増額するものとすることが考えられ

る。

  イ ③について

   ストック・オプションとして発行された新株予約権の場合には，費用の額の算定におい

て，失効する数の見積りを行うこととされ（企業会計基準第８号第６項(2)ただし書，第７

項(1)），失効の見積数に重要な変動が生じたときや，権利確定日において権利の確定した

ストック・オプションの数が判明したときには，それに伴い，費用の戻入れをすることに

なることがある（企業会計基準第８号第７項（2）(3)）。そして，ストック・オプションと

して発行された新株予約権の場合には，このような費用の戻入れに対応して新株予約権を

減額することとされている（企業会計基準第８号第４項）。
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    これと同様に，事前交付型についても，勤務条件や業績条件が不達成の場合に株式会社

が当該株式の全部又は一部を没収することが予定されている場合には，計上する費用の額

の算定において没収される数の見積りをする必要があると考えるのであれば，没収の見積

数の変動により，費用の戻入れをする必要が生ずることが想定される。この戻入れの額に

対応する会計処理としては，資本金及び資本準備金を減額するものとすることも考えられ

るが，債権者保護手続等の手続を要せずにこのように資本金及び資本準備金を減額するも

のとすることは相当でないとも考えられる（会社計算規則第２５条第２項，第２６条第２

項参照）。そこで，会計処理上このように費用の戻入れをする必要がある場合には，資本金

及び資本準備金ではなく，その他資本剰余金の額を減額するものとすることが考えられる。

   なお，自己株式の処分又は消却の結果，その他資本剰余金の残高が負の値となった場合

には，会計期間末において，その他資本剰余金を零とし，当該負の値をその他利益剰余金

から減額することとされている（企業会計基準第１号第１２項）。もっとも，少なくとも，

権利確定日までの間においては，会計処理の結果，一旦はその他資本剰余金が零となった

としても，その後，再度見積数の見直しによって，減額したその他資本剰余金を増額する

可能性もあることから，事前交付型についても企業会計基準第１号第１２項と同様の会計

処理をするかどうかについては別途検討を要するものと考えられる。

( 2 ) いわゆる事後交付型の場合

   事後交付型の場合には，通常，一定の金銭の支払や株式の交付のための権利行使を要しな

いで，一定の条件の達成により株式の交付を受けることが予定されていることから，企業会

計基準第８号第２項（2）に規定するストック・オプションや，会社計算規則第５５条第８項

に規定する株式等交付請求権には該当しないものの，これらに準じた会計処理をすることが

考えられる。このような会計処理をする場合には，実際に株式会社が株式を発行するまでの

間は，株主資本の額を変動させず，新株予約権に準ずる科目として計上し，株式が発行され

たときに，当該科目に計上された帳簿価額を基準として資本金等増加限度額を定めるものと

することが考えられる（同条第９項参照）。

(3) 当該新株予約権の行使に際してする出資を要しない旨をその内容とする新株予約権

   行使に際してする出資が存在しないという点以外については，通常の新株予約権と変わら

ず，基本的に通常の新株予約権と同様の会計処理をすることが考えられる（会社計算規則第

１７条参照）。


